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担い手の確保、技術・経営の指導



農地中間

管理機構

TMR

センター

コントラクター

ヘルパー

研修牧場

育成牧場

担い手の確保

62.7% 8.2% 14.3%

1.4%

7.5%

0.7%
2.1%

0.8%

1.5%

高齢化 後継者不在
従事者の事故・病気・死亡 労働力不足
経営不振・悪化 施設・機械の損壊・故障
環境問題 他の経営体と統合等

他の畜産部門への転換 耕種等他の農業部門への転換

Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

酪農 85 105 94 56 94

肉用牛 223 235 220 156 162

新規就農者の推移

約７割

離脱要因（Ｒ５年度）（肉用牛繁殖経営の例） 新規就農者支援の事例

②一括取得

畜舎改修

乳牛導入

省力化農業
機械等導入

①相談

（一社）北海道
酪農畜産協会

④リース契約・貸付け
（５年間）

⑤リース料
（減価償却費＋諸経費）

５年後
売渡し

⑥研修・経営・営農指導

③農場等整備（畜産クラスター事業）

サポート体制

・上乗せ補助
・大型免許取得支援
・家賃助成 など

担い手の総合的サポート

○ 畜産経営の主な離脱要因は「高齢化」、「後継者不在」

○ 担い手の確保のため、就農への支援、省力化の推進、外部組織(ヘルパーやコントラクター)を総合的に支援

○ また、担い手の定着のためには、自治体や農業組織による技術や経営の指導のサポートが重要

➢ 農地貸付 等

➢ 飼料供給

➢ 飼料収穫

➢ 休日の確保

➢ 飼養管理技術

➢ 労働負担軽減
➢ 初妊牛や肥育素牛供給

担い手

新規就農者

新規就農者 離農者
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資料：畜産局企画課調べ

市町村

資料：畜産局企画課調べ

49歳以下の就農（希望）者に対する主な支援

経営発展支援事業

都道府県が
認定新規就農者に対して
機械・施設等の導入を支援する場合、
都道府県支援分の２倍を国が支援
（補助対象事業費上限1,000万
円、国の補助上限1/2）
＜例：国1/2、県1/4、本人1/4＞

就農準備資金

研修期間中の
研修生に対して、
12.5万円/月
（150万円/年）を
最長２年間交付

経営開始資金

独立・自営する
認定新規就農者に
対して、
12.5万円/月
（150万円/年）を
最長３年間交付

雇用就農資金

49歳以下の
就農希望者を
新たに雇用する
農業法人等に対して、
60万円/年を
最長４年間助成
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検討したい：４割

検討したい：５割
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資料：一般社団法人 移住・交流推進機構
対象：20代～30代の既婚男女で、地方への移

住に興味がある500人

75.4

48.6

18.4

21.6

3.2

0 20 40 60 80 100

住宅関連補助

子育て関連補助

仕事関連の補助

移住支援関連

医療・健康関連

移住する事を考えるにあたりどのような制度があると良いと思うか？

「若者の移住」調査

％

（参考）担い手の確保に向けた生活支援

○ 「まち・ひと・しごと創生本部」の調査によると、東京在住者の 4 割（うち関東圏以外出身者は 5 割）が地方への移
住を検討している又は今後検討したいと考えている。

○ 担い手がスムーズに地域生活を送るためには、生活面や住環境に係る情報提供や支援など、親身なサポートが極め
て重要。

東京在住者の今後の移住に関する意向調査
「移住希望の有無」

地方自治体の支援制度の例

➢ 就農研修生への家賃補助
➢ 農業大学校等での研修費用の補助
➢ 農業後継者の進学費用の補助 等

北海道Ｍ市

➢ ２年間の研修期間は、営農に必要な施設・機械
（ハウス・軽トラ等）に加え、滞在施設（３DK）を無償貸与
➢ ２年間の研修後は、村が住宅・土地・ハウスをあっせん
➢ 国や村の補助事業の申請を支援

熊本県Ｕ村

（事例）岐阜県Ｔ市の就農支援

短期研修 長期研修 経営開始 移住支援

ミスマッチ防止のた
め短期研修を重視
県：１泊4千円を
補助

市：就農体験受
入農家に補助

通常２年間
空きハウス・農地の
あっせん
国の就農準備資
金を利用
（要件にあわない
場合、県の補助）

経営開始後５年
間の集中指導
生産者組織等への
加入誘導
施設・機械導入を
支援

移住定住センター
の支援
（月額家賃等の
補助、移住者向け
子育て支援事業）

⚫ 短期研修でのマッチング、２年間の研修、
５年間の集中指導を行う体制

⚫ 関係者による就農支援協議会が、
仕事と生活の両面から新規就農者を
包括的にサポート

資料：地方創生推進事務局「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」

今後１年以内
に移住する予
定・検討したい

今後５年をめど
に移住する予
定・検討したい

今後10年をめ
どに移住する予
定・検討したい

具体的な時期
は決まっていない
が、検討したい

検討したいと
思わない

全体
（n=1,200）

うち関東圏以外
の出身者
（n=30）




